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武蔵野市財政援助出資団体経営改革プラン取組状況 平成 22 年度末

（対象団体：社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会）

(1) 経営健全性の確保

団体ごとの経営改革プランの着実な実施

取組目標

団体の経営状況を的確に把握し、健全な経営を促すよう指導監督を行う。

市の団体所管部課は団体が自主的に経営改革を推進するよう、平成 22 年度を初年

度とする３か年の経営改革プランを平成 21 年度に策定し、それに基づき、健全な経営

を行うよう要請する。

近年の社会情勢や福祉の動向を踏まえると市民社協では、「事業部門」の改革と併

せて「運営部門」の改革も必要であると考える。「事業部門」では、多様化する地域福祉

の現状に対応するため、現在の連絡調整・地域社会組織化・受託事業だけでなく、地域

福祉コーディネーターの新たな展開の企画や住民や団体への支援を充実させる事業

の企画を要請する。また、「運営部門」では、経費削減に努めるとともに、自主財源率の

向上に努め、財源健全化等の検討や、さらには、職員体制、理事会・評議員会の意思

決定機関の改革を要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 市経営改革プラン及び団体の経営改革プ

ランを着実に実施する。また、武蔵野市民社

会福祉協議会中期計画（21～24 年度）の進

捗状況についての報告を求め、改善が必要

な点については指導を行う。

「武蔵野市民社会福祉協議会中期計画」に

基づき、事業部門では地域社協の更なる支

援を行い、運営部門では仮事務所移転を機

に経費削減に努めた。

Ｈ23 市経営改革プラン及び団体の経営改革プ

ランを着実に実施する。また、武蔵野市民社

会福祉協議会中期計画の進捗状況につい

ての報告を求め、改善が必要な点について

は指導を行う。

平成２５年度を初年度とする第３次地域福

祉活動計画の策定は、市の地域福祉計画の

策定と重なるため、両計画が連動して実行で

きるよう社協の計画策定の支援をし、また市

の計画策定への参加を求める。

年
次
計
画

Ｈ24 市経営改革プラン及び団体の経営改革プ

ランを着実に実施する。また、平成 25 年度

を初年度する経営改革プランを策定する。ま

た、武蔵野市民社会福祉協議会中期計画の

進捗状況についての報告を求め、改善が必

要な点については指導を行う。第３次地域福

祉活動計画の策定については、市の地域福

祉計画と連動して策定するよう支援する。

団体に対する運営費補助と委託料の精査

取組目標

市から団体への財政支出は、団体の運営等に対する補助金と団体への事業委託と

の区分を明確にする。運営費補助については、厳しく内容を精査し、団体の自立的な経

営努力を促進するために必要最小限とする。また、事業委託については、類似の民間

企業との競争を前提に金額を算定し、常に費用対効果の検証を行う。
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なお、市民社協については、平成２１年度に事業費補助と運営費補助の区分を明確

にしている。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 委託料の見直しについて市側で検討する。

その後、団体と協議を行う。

補助金については、引き続き内容を精査す

る。

委託料については、関係する他団体との

調整があり、統一的な見直しには至らず、個

別に協議を行った。

補助金については、事業ごとに支出する方

法に改め、内容の精査も行った。

Ｈ23 委託料の見直しを行う。補助金については、

引き続き内容を精査する。

年
次
計
画

Ｈ24 委託料の見直しを行う。補助金については、

引き続き内容を精査する。

(2) 事業評価の導入と事務事業の見直し

事業評価の導入と事務事業の見直し

取組目標

中期計画に基づき、市民社協として組織の目的・目標を明確化し、事業、財務、人事・

組織について経営目標を立て、それらが適正に実施されているかを毎年評価し、進行

管理を行う。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 ①事業 ②財務 ③人事・組織についての

経営目標を立てて実施状況を評価、報告す

るよう要請する。改善が必要な点については

指導を行う。

①は、地域社協育成のための研修の実施を

目標とし、概ね達成した。②は、会費収入の

増加を目標とし、イベント等で会員募集を行

ったが、加入率が伸びず、未達成となった。

③は、人事考課制度の導入を検討したが、

実施には至らず未達成となった。

Ｈ23 ①事業 ②財務 ③人事・組織についての

経営目標を立てて実施状況を評価、報告す

るよう要請する。改善が必要な点については

指導を行う。

年
次
計
画

Ｈ24 ①事業 ②財務 ③人事・組織についての

経営目標を立てて実施状況を評価、報告す

るよう要請する。改善が必要な点については

指導を行う。

(３) 団体職員の人材育成と財政基盤の強化

団体職員の人材育成と財政基盤の強化

取組目標

組織全体のレベルアップとなるべく、市民社協の研修計画に基づき、職員の資質の

向上、多様な能力の開発、意識改革などを図ることを要請する。

財政基盤の強化にあたっては、財務の立て直しを目指し、勤務体制の見直しやアウ

トソーシング化の検討を要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

年
次
計
画

Ｈ22 ・経営を担う人材育成の強化のため、研修計

画にもとづく職員研修を着実に実施し、組織

全体の更なるレベルアップを図ることを要請

する。また、他団体との人事交流の可能性に

ついて検討することを要請する。

・経費節減に向け、勤務体制の見直しやアウ

トソーシング化の検討について要請する。

研修計画に基づく職員研修の着実な実施

と、併せて積極的な外部研修参加を奨励し

た。

経費節減に恒常的に取り組んでおり、事務

所移転に際しても経費抑制に努めた。
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Ｈ23 ・引き続き職員研修の着実な実施により、組

織全体のレベルアップを図ることを要請す

る。

・他団体と人事交流の実施を要請する。

・財務状況が良好なものとなるよう、自主財源

の拡充策を図ることを要請する。

Ｈ24 ・引き続き職員研修の着実な実施により、組

織全体のレベルアップを図ることを要請す

る。

・他団体と人事交流の実施を要請する。

・財務状況が良好なものとなるよう、自主財源

の拡充策を図ることを要請する。

(４) 人事・給与制度の見直し

人事・給与制度の見直し

取組目標

事業内容や事業の優先度に応じた人事管理を行うことや、市民社協の経営・財政状

況等に則し、また、他の財政援助出資団体との均衡も図られた適正な給与制度に見直

すことを要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 ２２年度より東社協の給料表を適用する。

経営・財政状況等に見合った適正な給与制

度を引き続き検討するよう要請する。

職員の能力・実績に応じた評価がなされる人

事制度の検討を要請する。

22 年度より東社協の給料表を適用し、給与

改定も東社協に準じて行った。職員採用に

ついては、正規職員に専門性を有した社会

福祉士、相談業務担当に経験者を嘱託職員

として雇用した。

Ｈ23 職員の能力・実績に応じた評価がなされる人

事制度の検討を要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 職員の能力・実績に応じた評価がなされる人

事制度の検討を要請する。

(５) 組織・職員数等の適正化と目的・目標達成に向けた効率的運営の推進

組織・職員数等の適正化と目的・目標達成に向けた効率的運営の推進

取組目標

理事は、市民社協と関係機関・団体との関係をつなぐ役割を担うため、予め定めた団

体からの選出も必要であると考えるが、改めて適正な選出団体や定数となるよう要請

する。議決機関の評議員も、評議員としての役割や市民社協への理解を深める機会を    

定期的に設け、責任ある運営経営体制の確立を要請する。

職員体制については、組織の目的・目標を明確に示し、柔軟な勤務体制を導入する

等、引き続き職員のモチベーション向上につながる体制作りを要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 理事・評議員の適正な選出団体や定数の検

討、また責任ある運営・経営体制の確立に向

けての検討を要請する。

仕事に対する意欲向上や業務の効率化を図

るため、組織の基本理念の浸透を図ることを

要請する。

責任ある運営・経営体制の確立に向け、随

時、理事・評議員向けの広報紙を作成し、市

民社協の運営状況や事業の実施状況等の

情報提供を行った。

事務所の移転問題を契機に、団体のある

べき姿、方向性について検討を始めた。

年
次
計
画

Ｈ23 理事・評議員の適正な選出団体や定数の検

討、また責任ある運営・経営体制の確立に向

けての検討を要請する。

仕事に対する意欲向上や業務の効率化を図
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るため、各職層における職員の役割を明確

にする作業を行ってもらうことを要請する。

Ｈ24 理事・評議員の適正な選出団体や定数の検

討、また責任ある運営・経営体制の確立に向

けての検討を要請する。

仕事に対する意欲向上や業務の効率化を図

るため、業務内容に合致した評価指標による

目標管理制度の検討を要請する。

(６) 情報公開の更なる推進

情報公開の更なる推進

取組目標
団体の信頼性向上を図るため、ホームページ等を通じ、定款、事業計画、財務諸表、

事務事業評価、活動内容などを市民にさらに分かりやすく公表することを要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 引き続き、利用者に分かりやすい情報を提

供できるよう、広報紙や HP の内容を充実さ

せるよう要請する。

広報紙「市民社協だよりふれあい」やホーム

ページ等広報媒体の内容確認を行って、市

民の協力・参加を得ながらわかりやすい充実

した情報公開に努めた。

Ｈ23 第３次地域福祉活動計画の策定において、

新たな広報活動の検討を要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 第３次地域福祉活動計画の策定において、

新たな広報活動の検討を要請する。

(７) 武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会

武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会（市と団体間、団体相互の連絡調整の強化）

取組目標

市の団体に対する指導監督の基本方針の周知、その実施方法の検討、市と団体相

互の連絡調整、各団体が抱える課題の情報共有、各団体が実施する類似の事業の再

編等を行うため、市長と団体の経営者による武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会を

毎年実施する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 経営懇談会において、現状及び課題につい

て情報交換を行い、経営改善に努めるよう要

請するとともに、健康福祉部及び関連法人連

絡会議において情報共有を進める。

経営懇談会において、現状及び課題につ

いて情報交換を行い、健康福祉部及び関連

法人連絡会議において、市及び各団体間の

情報共有を進めた。

Ｈ23 〃

年
次
計
画

Ｈ24 〃


